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重
点
施
策
事
業
な
ど

※　 は新規事業新

　
歳
入
予
算
の
財
源
構
成

に
つ
い
て
は
、
自
主
財
源

が
対
前
年
度
比
で
３
億
４

３
６
万
９
千
円
、
率
に
し
て
８
・
０
％

の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、
寄

附
金
が
２
億
円
の
増
と
な
っ
た
こ
と
が

主
な
要
因
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
地
方
交
付
税
に
つ
い
て
は
、
地
方
財

政
計
画
に
お
い
て
対
前
年
度
伸
び
率
が

１
・
７
％
の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
が
、

本
市
に
お
い
て
は
、
本
年
度
の
市
税
の

増
を
考
慮
し
、
普
通
交
付
税
は
、
対
前

年
度
比
率
で
０
・
７
％
の
減
、
特
別
交

付
税
は
、
前
年
度
同
額
と
し
て
い
ま
す
。

　
市
債
に
つ
い
て
は
、
公
営
住
宅
整
備

事
業
お
よ
び
串
間
市
消
防
庁
舎
整
備
事

業
の
事
業
費
が
増
と
な
り
、
対
前
年
度

比
で
5
億
５
，７
９
０
万
円
、
率
に
し

て
59
・
５
％
の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

令
和
５
年
度

一
般
会
計
当
初
予
算
概
要

歳 入

令和５年度当初予算が成立しました。今回はその概要と重点施策事業などを紹介します。

令和５年度
一般会計当初予算総額

１４２億円
前年度比

6.4％増

令
和
５
年
度

当
初
予
算
の

主
な
事
業

義務的経費：6,186,669千円（43.6%）
投資的経費：1,824,570千円（12.8%）
その他経費：6,188,761千円（43.6%）

人件費
2,282,172千円
（16.1%）

市税
1,891,109千円

（13.3%）

分担金及び負担金
61,453千円

（0.4%）

使用料及び手数料
136,852千円

（1.0%）

繰入金 759,885千円
（5.4%）

寄附金 1,000,000千円
（7.０%）

地方消費税交付金
427,300千円

（3.0%）

地方交付税
4,720,000千円

（33.2%）

国庫支出金
1,908,099千円

（13.4%）

県支出金
1,287,288千円

（9.1%）

その他
233,282千円

（1.6%）

市債
1,495,800千円

（10.5%）

その他
278,932千円

（2.0%）

扶助費
2,892,907千円
（20.4%）

公債費
1,011,590千円
（7.1%）

公債費
1,011,590千円
（7.1%）普通建設事業費

1,717,631千円
（12.1%）災害復旧事業費

106,939千円（0.8%）

維持補修費
111,286千円
（0.8%）

補助費等
1,941,784千円
（13.7%）

繰出金
1,347,478千円

（9.5%）

その他 480,423千円
（3.4%）

物件費
2,307,790千円
（16.3%）

自主財源：  4,128,231千円（29.1%）
依存財源：10,071,769千円（70.9%）

歳 出 歳 入

１
０
０
歳
健
康
づ
く
り

推
進
事
業

健
康
づ
く
り
活
動
に
取
り
組
む
市
民

を
増
や
す
た
め
、
森
林
資
源
を
活
用

し
た
健
康
運
動
に
取
り
組
む
。

2,388
千円

ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
推
進
事
業

蓄
電
池
や
Ｅ
Ｖ
の
導
入
を
促
す
こ
と

で
、
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
に
よ

る
地
球
温
暖
化
防
止
と
自
然
災
害
時

に
お
け
る
各
家
庭
の
対
応
力
が
高
ま

る
ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
シ
テ
ィ
の
推
進
を

行
う
。

4,800
千円

公
営
住
宅
整
備
事
業

安
心
安
全
な
住
環
境
の
提
供
を
行
う

た
め
、
建
築
後
50
年
を
超
え
、
老
朽

化
し
た
市
営
あ
さ
ひ
が
丘
住
宅
の
建

て
替
え
を
行
う
。

642,133
千円

耕
作
放
棄
地
再
生
利
用

対
策
事
業

農
業
生
産
基
盤
で
あ
る
農
地
の
確
保

お
よ
び
有
効
利
用
の
た
め
、
耕
作
放

棄
地
再
生
利
用
の
取
り
組
み
に
対
し

て
支
援
を
行
い
、
本
市
農
業
の
振
興

を
図
る
。

2,500
千円

食
用
か
ん
し
ょ
産
地
維
持

緊
急
対
策
事
業

サ
ツ
マ
イ
モ
基
腐
病
対
策
の
継
続
支

援
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
農
家
経
営

の
安
定
お
よ
び
産
地
維
持
を
図
る
。

17,569
千円

が
ん
ば
っ
ど
ふ
る
さ
と

応
援
基
金
推
進
事
業

ふ
る
さ
と
納
税
の
制
度
を
活
用
し
、

寄
附
金
の
獲
得
と
返
礼
品
の
需
要
に

よ
る
地
場
産
業
の
振
興
を
図
り
、
寄

附
金
10
億
円
を
目
指
す
。

652,749
千円

新
規
就
農
者
育
成

総
合
対
策
事
業

地
域
で
作
成
さ
れ
る
「
人
・
農
地
プ

ラ
ン
」
に
お
い
て
中
心
経
営
体
と
し

て
位
置
づ
け
ら
れ
た
青
年
就
農
者
に

対
し
、「
新
規
就
農
者
育
成
総
合
対

策
事
業
補
助
金
」
を
交
付
す
る
こ
と

に
よ
り
、
初
期
投
資
の
負
担
軽
減
や

就
農
直
後
の
経
営
安
定
を
図
り
、
次

世
代
担
い
手
の
定
着
を
目
指
す
。

30,750
千円

企
業
立
地
促
進
事
業

市
内
へ
の
優
良
企
業
の
立
地
を
促
進

す
る
と
と
も
に
、
既
存
誘
致
企
業
に

対
す
る
支
援
を
強
化
し
、
雇
用
の
場

の
創
出
に
よ
り
、
人
口
流
出
の
抑
制

に
寄
与
す
る
。

40,932
千円

都
井
岬
再
開
発
事
業

ア
フ
タ
ー
コ
ロ
ナ
や
今
後
の
ア
ウ
ト

ド
ア
施
設
の
開
業
な
ど
を
見
据
え

て
、
よ
り
多
く
の
利
用
者
を
誘
引
、

滞
在
さ
せ
る
た
め
、
未
整
備
エ
リ
ア

と
な
っ
て
い
る
都
井
岬
観
光
交
流
館

南
側
敷
地
に
ウ
ッ
ド
デ
ッ
キ
を
整
備

す
る
。

32,733
千円

常
備
車
両
等
整
備
事
業

企
業
版
ふ
る
さ
と
納
税
を
活
用
し
、

救
急
車
の
更
新
を
行
う
。

47,314
千円

消
防
団
活
動
拠
点
施
設

建
設
事
業

本
城
分
団
に
消
防
団
活
動
拠
点
施
設

を
整
備
す
る
。

116,164
千円

串
間
市
消
防
庁
舎

整
備
事
業

消
防
体
制
の
基
盤
強
化
を
図
る
た
め

の
消
防
施
設
整
備
に
向
け
、
用
地
取

得
お
よ
び
基
本
・
実
施
設
計
を
行
う
。

188,799
千円

※ 構成比については、四捨五入のため、 
内訳と合計が一致しない場合があります。

■主な財務用語解説
・ 自主財源＝市税や使用料、手

数料など、地方自治体が自主
的に収入しうる財源をいい、自
主財源の割合が高いほど、財
政が安定しているといえます。

・ 地方交付税＝地方公共団体間
の財政格差をなくし、どの団
体においても一定の行政サー
ビスが提供できるよう、国が
地方公共団体に対して交付す
るものです。

・ 市債＝市が公共施設の整備な
ど多額の費用を必要とする場
合に、国や金融機関などから
調達する長期的な借入金

・	義務的経費＝人件費（職員給
与など）や扶助費（児童扶養
手当、生活保護費など）、公
債費（借金の返済）といった、
支出することが制度的に義務
付けられている経費

・ 投資的経費＝道路などのイン
フラ整備や公共施設の整備な
どに要する経費

（単位：千円，％、△は減）

会　	計　	名 令和５年度当初予算🄐 令和４年度当初予算🄑 比較🄐 -🄑 伸率🄐 -🄑 /🄑
一般会計 14,200,000 13,340,000 860,000 6.4

特
別
会
計

国民健康保険特別会計（事業勘定） 2,819,290 2,950,647 △ 131,357 △ 4.5
後期高齢者医療特別会計 688,415 633,680 54,735 8.6
農業集落排水事業特別会計 35,251 41,044 △ 5,793 △ 14.1
公共下水道事業特別会計 112,009 105,897 6,112 5.8
漁業集落排水事業特別会計 2,218 2,844 △ 626 △ 22.0
介護保険特別会計（事業勘定） 2,557,450 2,623,928 △ 66,478 △ 2.5
市木診療所特別会計 65,743 67,992 △ 2,249 △ 3.3

小　　　　　計 6,280,376 6,426,032 △ 145,656 △ 2.3
病院事業会計（収益的支出および資本的支出） 2,346,931 2,558,168 △ 211,237 △ 8.3
水道事業会計（収益的支出および資本的支出） 853,412 841,364 12,048 1.4

合　　　計 23,680,719 23,165,564 515,155 2.2

義務的経費：6,186,669千円（43.6%）
投資的経費：1,824,570千円（12.8%）
その他経費：6,188,761千円（43.6%）

人件費
2,282,172千円
（16.1%）

市税
1,891,109千円

（13.3%）

分担金及び負担金
61,453千円

（0.4%）

使用料及び手数料
136,852千円

（1.0%）

繰入金 759,885千円
（5.4%）

寄附金 1,000,000千円
（7.０%）

地方消費税交付金
427,300千円

（3.0%）

地方交付税
4,720,000千円

（33.2%）

国庫支出金
1,908,099千円

（13.4%）

県支出金
1,287,288千円

（9.1%）

その他
233,282千円

（1.6%）

市債
1,495,800千円

（10.5%）

その他
278,932千円

（2.0%）

扶助費
2,892,907千円
（20.4%）

公債費
1,011,590千円
（7.1%）

公債費
1,011,590千円
（7.1%）普通建設事業費

1,717,631千円
（12.1%）災害復旧事業費

106,939千円（0.8%）

維持補修費
111,286千円
（0.8%）

補助費等
1,941,784千円
（13.7%）

繰出金
1,347,478千円

（9.5%）

その他 480,423千円
（3.4%）

物件費
2,307,790千円
（16.3%）

自主財源：  4,128,231千円（29.1%）
依存財源：10,071,769千円（70.9%）

歳 出 歳 入

　
義
務
的
経
費
に
つ
い
て

は
、
対
前
年
度
比
７
，６

９
４
万
４
千
円
、
率
に
し

て
１
・
３
％
の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

こ
の
う
ち
、
人
件
費
は
、
人
事
院
勧
告 

に
よ
る
給
与
改
定
な
ど
に
よ
り
３
・
３ 

％
の
増
、
扶
助
費
は
、
子
ど
も
数
の
減

な
ど
に
よ
り
２
・
９
％
の
減
、
公
債
費

は
、
９
・
７
％
の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

投
資
的
経
費
に
つ
い
て
は
、
対
前

年
度
比
で
６
億
１
，１
５
４
万
9
千
円
、

率
に
し
て
50
・
４
％
の
増
と
な
っ
て
い

ま
す
。
こ
れ
は
、
普
通
建
設
事
業
費
の

う
ち
、
公
営
住
宅
整
備
事
業
お
よ
び
串

間
市
消
防
庁
舎
整
備
事
業
の
増
が
主
な

要
因
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
そ
の
他
の
経
費
に
つ
い
て
は
、
物
件

費
は
、
対
前
年
度
比
で
１
，９
５
３
万

９
千
円
、
率
に
し
て
０
・
９
％
の
増
、

補
助
費
等
は
、
対
前
年
度
比
で
５
，２

３
２
万
2
千
円
、
率
に
し
て
２
・
８
％
、

積
立
金
は
対
前
年
度
比
で
1
億
３
，６

６
８
万
1
千
円
、
率
に
し
て
64
・
１
％

の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、
が

ん
ば
っ
ど
ふ
る
さ
と
応
援
基
金
積
立
金

の
増
が
主
な
要
因
と
な
っ
て
い
ま
す
。

歳 出

令和５年度
当初予算の

内訳
（特別会計・
企業会計含む）

※ 構成比については、四捨五入のため、 
内訳と合計が一致しない場合があります。

新
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